
様式第１号（第５条関係） 

  年  月  日 

十和田市長 様 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名               

連 絡 先 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付申請書 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金の交付を受けたいので、

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付要綱第５条の規定に

より、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

記 

 

金          円 

１ 事業目的 住宅確保要配慮者の一戸建て民間賃貸住宅への入居の円滑化を図る。 

 

２ 事業内容及び経費内訳 

事業内容 
総事業費 

Ａ+Ｂ（円） 

負担区分 
事業着手 

予定年月日 

事業完了 

予定年月日 
市補助金 

Ａ（円） 

その他 

Ｂ（円） 

    

年  月   日 年  月  日 

計    
  

３ 住宅の名称等 

住宅の名称  

所在地 十和田市 

４ 改修内容 

 

５ 添付書類 

⑴ 令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金に係る誓約書（様

式第２号） 

⑵ 改修等の前の写真（建物の内観、外観、改良工事箇所が分かるもの） 

⑶ 改修等に係る見積書の写し（調査設計計画等を実施する場合は、その内訳がわかるも

の） 

⑷ 工程表 

⑸ 市税に滞納がないことを証する書類



様式第２号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

十和田市長 様 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名             ㊞   

 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金に係る誓約書 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業の実施に当たり、令和３年度十和田市

住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付要綱、十和田市補助金等の交付に関する規則及び

下記の事項を遵守いたします。なお、下記の事項に違反した場合は補助金を速やかに返還することを

誓約します。 

 

記 

 

遵守事項 

 ⑴ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反しないこと。 

 ⑵ 交付を受けた補助金を他の用途に使用しないこと。 

 ⑶ 報告等を怠り、若しくは調査を拒まないこと又は指示に従うこと。 

 ⑷ 補助事業により取得した財産を、管理の期間内に、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

しようとするときは、管理の期間の残期間内、補助条件を引継ぎ、市長の承認を受けなければな

らない（補助金を市に返還した場合又は管理の期間を経過した場合を除く。）。 

 ⑸ 管理状況を事業実施年度の翌年度より起算して10年間、毎年４月30日までに令和３年度十和田

市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業管理状況報告書により報告すること。 

 ⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定

する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又はそれらと密接な関係を有していると認

められる者でないこと。 

 

 ※上記の事項に違反した場合で市長が補助金の交付を不適当と認めた場合は、補助金交付の決定を

取り消しし、補助金の返還を命ずるものとする。 

 



様式第４号（第９条関係） 

  年  月  日 

十和田市長 様 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名               

連 絡 先 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業計画変更承認申請書 

 

年  月  日付け   第   号をもって補助金の交付決定の通知を受けた

標記事業については、当該決定の額及びその内容を変更したいので、令和３年度十和田市住

宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類

を添えて次のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 対象住宅の名称等 

住宅の名称  

所在地 十和田市 

 

２ 交付決定額              円 

 

３．変更後の申請額            円 

 

４ 事業変更内容及び経費内訳 

事業内容 
総事業費 

Ａ+Ｂ（円） 

負担区分 
事業着工 

予定年月日 

事業完了 

予定年月日 
市補助金 

Ａ（円） 

その他 

Ｂ（円） 

    

年  月   日 年  月  日 

計    
  

 

５．変更理由 

 

 

６ 添付書類 

・ 変更後の改修工事見積書の写し 



様式第６号（第10条関係） 

  年  月  日 

 

十和田市長 様 

 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名               

 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業実績報告書 

 

    年  月  日付け   第   号で交付決定のあった令和３年度十和田市住

宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金について、下記のとおり事業が完了したので、

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付要綱第10条の規定に

より、関係書類を添えて提出します。 

 

記 

 

金          円 

 

１ 事業目的 住宅確保要配慮者の一戸建て民間賃貸住宅への円滑な入居促進を図る。 

 

２ 事業内容及び実績 

事業内容 
総事業費 

Ａ+Ｂ（円） 

負担区分 
事業開始 

年月日 

事業完了 

年月日 
市補助金 

Ａ（円） 

その他 

Ｂ（円） 

    

年 月 日 年 月 日 

計    
  

 

３ 対象住宅の名称等 

住宅の名称  

所在地 十和田市 

 

４ 添付書類 

⑴  写真（建物の内観、外観、改修等を実施した箇所が分かるもの） 

⑵  当該住宅をセーフティネット専用住宅として登録したことを証明する書類 

⑶  その他市長が必要と認める書類 

 



様式第８号（第13条関係） 

 

 

年  月  日 

 

 

十和田市長 様 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名              

 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付請求書 

 

 

    年  月  日付け   第  号で交付金額確定のあった令和３年度十和田市住宅

確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金について、令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専

用賃貸住宅改修事業補助金交付要綱第13条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

 

記 

 

 

 

 補助金交付決定額    金          円 

 

  補助金既受領額    金          円 

 

  今 回 請 求 額    金          円 

 

 

添付書類 

 振込先口座の通帳の写し（表紙及び表紙の裏面見開きの範囲） 



様式第10号（第16条関係） 

年  月  日 

 

十和田市長 様 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名             

 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業管理状況報告書 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付要綱第16条第１項の規

定により、   年４月１日における管理状況を下記の通り関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

住宅ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ 
住宅ID 

 住宅ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ 
登録番号 

 

住宅名  

補助金 
交付年度 

年度 補助対象工事 
完了日 

年   月   日 

契約家賃  入居日 年   月   日 

入 

居 

者 

の 

状 

況 
入居者氏名 入居日  

 年  月  日  

 年  月  日  

 年  月  日  

 年  月  日  

 年  月  日  

 年  月  日  

 年  月  日  

※入居日が、前年度４月２日以降の者については、入居資格に該当することを確認できる書類を

添付すること。 



様式第11号（第17条関係） 

年  月  日 

 

十和田市長 様 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名             

 

 

令和３年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業承継届 

 

    年  月  日付け   第   号で交付決定のあった令和３年度十和田市住宅確

保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金について、下記のとおり地位を承継したいので、令和３

年度十和田市住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業補助金交付要綱第17条第１項の規定によ

り、関係書類を添えて届出します。 

 

記 

 

１ 補助対象住宅 

  建物所在 

  建物名称 

 

２ 申請者（承継前） 住所 

           氏名 

     （承継人） 住所 

           氏名 

 

３ 承継理由 

 

４ 承継の原因日 

 

５ 添付書類 ⑴ 承継の原因となる事実を確認できる書類 

       ⑵ 承継人であることを証明する書類 

         （相続を確認できる書類、遺産分割協議書等） 

       ⑶ その他市長が必要と認める書類 


